
摘 要

筆者らは､ 2012年５月下旬から６月15日まで松江市民を対象に ｢島根原発につ

いての意識調査｣ (質問項目65問) を行い､ 福島原発事故後の原発立地住民の意

識構造の特徴を明らかにした｡ 島根原発１～３号機の稼働の是非について､ ｢稼

働すべきではない｣ が半数以上を占め､ ｢稼働すべき｣ を大きく上回った｡ 稼働

賛成者は ｢原発による経済効果｣ や ｢原発の安全性｣ への信頼が高いが､ 稼働反

対者は､ 地震対策・津波対策・安全管理体制などへの不信感が強く､ 巨額の迷惑

料を原発立地地域にばらまいたとしても､ この層が原発推進や容認に安易に転ず

るとは考えにくい｡ この点は､ 福島原発事故によって松江市民の原発への考え方

が大きく変わったとみるべきである｡ この他にも､ 原発の賛否の立場の違いが

｢地元｣ の範囲､ 原発の発電コストの高さ､ 節電への取り組みに影響を与えてい

ることが明らかとなった｡
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１. はじめに

2011年３月の福島原発事故を契機に､ 国民の原発に対する意識が劇的に変化している｡ 事故

前の内閣府の世論調査によると､ 今後の原発に関する姿勢について､ ｢推進していく｣ が60％､

｢現状維持｣ が19％であったが､ ｢廃止していく｣ はわずか16％という少数派であった (内閣府､

2009)｡ しかし事故後のマスメディアの世論調査によると､ 今後の原子力発電所のあり方につ

いて ｢今すぐ廃止すべきだ｣ が11％､ ｢時間をかけて減らすべきだ｣ が74％と脱原発支持が85

％を占め､ ｢減らす必要はない｣ (13％) を大きく上回った (毎日新聞､ 2011年８月21日)｡

2012年６月に､ エネルギー・環境会議は､ 原発稼働の是非を含めた2030年のエネルギーのあ

り方を示した ｢エネルギー・環境に関する選択肢｣ を公表し､ 国民からの意見を幅広く募った

(エネルギー・環境会議､ 2012)｡ その方法として､ パブリックコメント (2012年７月２日～８

月12日)､ 全国11カ所で実施された意見聴取会 (７月14日～８月４日)､ 討論型世論調査 (８月

４日～５日) が行われた｡ パブリックコメントでは､ 約8.9万人から意見応募があり､ 原発ゼ

ロ支持が87％を占めた｡ 意見聴取会では､ 意見表明希望者約1,600名のうち原発ゼロ支持が68

％を占め､ 討論型世論調査では､ 285名の参加者のうち原発ゼロ支持が47％を占めた｡ このよ

うに全国の世論では､ 原発ゼロを求める声が強くなっている｡
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それでは福島原発事故を受けて､ 原発立地地域の住民意識はどのように変化したのだろうか｡

事故前に行われた原発立地地域の意識調査に関する先行研究がいくつかある｡ 美ノ谷 (1981､

1982､ 1983､ 1985) は､ 福井県敦賀市､ 新潟県柏崎市､ 静岡県浜岡町の住民を対象に､ 原発の

賛否､ 原発の貢献度､ リスクへの認識などについて意識調査を行った｡ 原発によるメリットに

焦点を当てた研究として､ 小野ほか (2008) や加藤ほか (2007) がある｡ これらの研究による

と､ 原発立地地域は原発関連の多額の交付金や税収があり､ 発電所の建設や運転などで雇用が

生み出される経済効果があるため､ 原発推進の住民が多いという結果が得られている｡ 本稿で

は､ 島根原子力発電所が立地する松江市民を対象にした島根原発に関する意識調査の結果をも

とに､ 福島原発事故後の原発立地住民の意識構造の特徴を検討したい｡

２. 意識調査の概要

筆者らは､ 2012年５月下旬から６月15日まで松江市民を対象に ｢島根原発についての意識調

査｣ を行った｡ 実施時期の原発に関する社会情勢として､ 福島原発被災地での除染作業が遅々

として進まない問題など原発事故の惨状が報道されていた｡ また､ ６月８日に野田首相が関西

電力大飯原発３・４号機の再稼働を政治判断で認める記者会見を行い､ その理由として､ 安全

対策が万全なことや関西電力管内の電力供給不足があげられた｡

調査は､ 選挙人名簿による無作為抽出方法で行われ､ 抽出された松江市民2,000名に対して

５月下旬に調査票を郵送し､ 回収数が1,296名であった｡ そのうち､ 宛先不明や転居などの無

効数が21名あり､ 回収率は65.49％ (＝1296÷1979) であった｡ 回答者の基本属性については､

性別は､ 男性588名 (46.3％)､ 女性682名 (53.7％) であった｡ 回答者の年齢の中間値は57歳

であった｡ 質問は選択式で65問あり､ 最後に自由記述がある (質問票と単純集計の回答は後掲

の資料を参照)｡ 質問内容は､ 島根原発の稼働への賛否､ 安全対策への信頼､ 経済効果の認知､

原発への不安､ 節電などの取り組み状況などで構成されている｡

３. 島根原発の稼働への意識とその要因

3-1 島根原発の概要

島根原発は１号機 (定格電気出力42万 ､ 1974年稼働) と２号機 (82万 ､ 1989年稼働)､

３号機 (137万 ､ 建設中) を有する (表１)｡ １号機は2010年11月に運転停止し､ ２号機は

2012年１月に運転停止して以来､ 両機ともに再稼働の見込みが立っていない｡ １号機は福島第

一原発と同じ沸騰水型原子炉 Ⅰタイプであり､ ２号機は Ⅰ改良型である｡ ３号機は､

改良型沸騰水型軽水炉で国内最大規模である｡

松江市は､ 全国で唯一の原発立地県庁所在地である｡ 島根原発30キロ圏には､ 松江市､ 雲南

市､ 安来市､ 出雲市､ 鳥取県米子市､ 境港市があり､ 地域全体で約46万人の人口を抱えている｡

中国電力は､ 島根県と松江市との間で ｢島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する

協定 (安全協定)｣ を締結してきたが､ 福島原発事故後に島根原発30キロ圏に立地する出雲市

などと新たな安全協定を締結している｡
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3-2 島根原発の稼働への賛否

島根原発１～３号機を稼働すべきかについて質問した (図１)｡ １号機について､ 稼働すべ

きが15％ (｢そう思う｣ ６％､ ｢ややそう思う｣ ９％) であるのに対して､ 稼働すべきではない

が64％ (｢そう思わない｣ 43％､ ｢あまりそう思わない｣ 21％) と稼働反対が約三分の二を占め

た【 2】｡ その要因として､ 調査時に政府は原発稼働期間を40年と表明しており (2012年６

月20日に成立した原子力規制委員会設置法で規定)､ １号機がまもなく稼働後40年を迎えるこ

とが影響したと推察される｡

２号機について､ 稼働すべきが29％ (｢そう思う｣ 12％､ ｢ややそう思う｣ 17％) なのに対し

て､ 稼働すべきではないが46％ (｢そう思わない｣ 28％､ ｢あまりそう思わない｣ 18％) となり

【 3】､ １号機に比べると稼働反対がやや低くなったものの､ ほぼ半数が稼働反対となって

いる｡ ３号機については､ 稼働すべきが32％ (｢そう思う｣ 17％､ ｢ややそう思う｣ 15％) なの

に対して､ 稼働すべきではないが48％ (｢そう思わない｣ 32％､ ｢あまりそう思わない｣ 16％)

となり【 4】､ ２号機の回答結果とほぼ同じ傾向である｡ その背景については､ 次項以降で

検討する｡

1,281

1,283

1,281

図１ 島根原発 (１～３号機) を稼働すべきか【Q.2～4】

表１ 島根原子力発電所の概要

島根１号機 島根２号機 島根３号機

炉 型 沸騰水型原子炉
(BWR､ マークⅠ型)

沸騰水型原子炉
(BWR､ マークⅠ改良型)

改良型沸騰水型軽水炉
(ABWR)

定格電気出力 46.0万kW 82.0万kW 137.3万kW

運 転 開 始 1974年３月29日 1989年２月10日 －

主 契 約 者 日立 日立 日立

建 設 費 395億円 3,047億円 4,240億円

(出所) 原子力資料情報室 (2012)､ p.148を加筆修正｡
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3-3 島根原発３号機稼働への賛成意見者の意識構造

ここでは､ 今後稼働の是非が大きな争点となるであろう島根原発３号機を中心に検討してい

く｡ 島根原発３号機稼働への賛成者は､ 原発による経済効果､ 原発の安全性への信頼の高さな

ど原発自体に肯定的な考えが影響していると推察される｡

まず､ 島根原発の経済効果に関する問いでは､ ｢島根原発は地域経済に貢献している｣ 【

6】と考えている人ほど３号機を稼働すべきと答えている (表２)｡ ｢大いに貢献している｣ の

回答者 (272名) のうち68％が３号機を稼働すべきと答えていることから､ 原発と地域経済と

の関係を重視していることが明確である｡ 島根原発による交付金や寄付金などの財政的な効果

【 7】や地元の雇用への貢献【 8】でも､ 同様の回答の傾向が見られる｡ ただし､ 交付金や

寄付金などの効果については､ 他の２つの経済効果に比べると実感がやや乏しい結果が示され

た｡

次に､ 島根原発の安全性に信頼度が高い人の８割は３号機を稼働すべきと答え【 1】､ 地

震対策【 20】､ 津波対策【 21】､ 安全運転管理【 22】でも信頼度が高い人ほど３号機を

稼働すべきと回答する傾向が明確に表れている (表３)｡ 原発全般の安全性についても日頃か

ら信頼している【 24】 (表４)｡ こうした原発への信頼性が高いことが前提となって､ 島根

原発が中国地方の電力供給に必要であり【 9】､ 日本にも原発が必要【 23】と考える傾向

が強くなっていると推察される｡

47.1% 20.6% 13.2% 6.6% 12.5% 100.0% 272

13.0% 18.5% 26.0% 18.1% 24.5% 100.0% 547

5.1% 7.2% 22.5% 25.4% 39.8% 100.0% 236

1.2% 7.4% 18.4% 16.0% 57.1% 100.0% 163

1.6% 4.8% 4.8% 6.3% 82.5% 100.0% 63

46.2% 17.3% 13.3% 8.7% 14.5% 100.0% 173

16.0% 20.2% 19.7% 18.4% 25.7% 100.0% 381

11.7% 14.5% 28.3% 17.2% 28.3% 100.0% 145

8.1% 9.7% 26.9% 20.4% 35.0% 100.0% 309

10.7% 10.7% 15.0% 12.0% 51.7% 100.0% 234

45.3% 18.9% 14.7% 5.8% 15.3% 100.0% 190

16.6% 17.2% 21.8% 18.9% 25.6% 100.0% 583

6.7% 12.5% 23.3% 17.9% 39.6% 100.0% 240

4.5% 8.0% 24.4% 18.8% 44.3% 100.0% 176

1.8% 5.5% 9.1% 7.3% 76.4% 100.0% 55

Q6.

Q7.

Q8.

Q4

表２ 島根３号機の稼働と島根原発の地域経済への貢献
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3-4 島根原発３号機稼働への反対意見者の意識構造

島根原発３号機稼働への反対者は､ 地震対策・津波対策・安全管理体制などへの不信感が強

く､ 原発のリスクを懸念しており､ 原発自体に否定的な考えが影響していると推察される｡

表４ 島根原発３号機の稼働の賛否と原発全般への考え

84.4% 3.1% 6.3% 0.0% 6.3% 100.0% 214

38.0% 26.2% 20.3% 8.0% 7.5% 100.0% 190

9.5% 18.3% 37.2% 19.2% 15.8% 100.0% 266

3.0% 7.2% 13.5% 28.7% 47.7% 100.0% 207

0.6% 0.6% 5.5% 3.6% 89.7% 100.0% 406

71.7% 2.2% 8.7% 2.2% 15.2% 100.0% 46

58.9% 21.1% 11.1% 4.4% 4.4% 100.0% 90

17.9% 23.5% 33.2% 11.9% 13.5% 100.0% 379

10.3% 16.1% 19.6% 28.7% 25.2% 100.0% 341

4.4% 4.7% 13.8% 13.5% 63.6% 100.0% 385

70.8% 8.3% 8.3% 4.2% 8.3% 100.0% 48

58.9% 16.7% 6.7% 12.2% 5.6% 100.0% 90

18.6% 22.7% 32.2% 11.4% 15.1% 100.0% 370

9.8% 14.2% 22.8% 28.2% 25.0% 100.0% 316

4.8% 7.7% 13.9% 13.7% 59.9% 100.0% 416

66.7% 14.8% 14.8% 0.0% 3.7% 100.0% 27

53.6% 16.5% 13.4% 5.2% 11.3% 100.0% 97

18.7% 20.8% 28.0% 15.9% 16.6% 100.0% 471

10.2% 14.4% 22.0% 23.0% 30.5% 100.0% 305

5.0% 6.2% 12.6% 15.0% 61.2% 100.0% 340

Q22.

Q4

Q1.

Q20.

Q21.

表３ 島根３号機の稼働と島根原発の安全性への信頼度
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｢原発安全神話｣ を否定して､ 安全な生活を切望している様子がうかがえる｡

まず､ 島根原発の地震対策に関する問いでは【 20】､ ｢地震対策は十分ではない｣ と考え

ている人ほど３号機を稼働すべきではないと答えている (表３)｡ 津波対策【 21】や運転ミ

スを防ぐ管理体制【 22】でも､ 同様の回答の傾向がみられる｡

島根原発の経済効果については､ 一定の貢献を認めつつも､ ３号機の稼働を反対しており

【 22～24】 (表２)､ 従来型の巨額の迷惑料 (交付金や税収､ 匿名寄付) をばらまいたとし

ても､ この層が原発推進や容認に安易に転ずるとは考えにくい｡ この点は､ 福島原発事故で原

発への考え方が大きく変わったとみるべきである｡

４. 意識調査における特徴的な結果

以下では､ 今回の意識調査で特徴的な結果を４点指摘する｡

4-1 島根原発の ｢地元｣ の範囲

福島原発事故前には原発事故の重点的な防災対策が求められたのは８～10キロ圏 ( ) の

地域であったが､ 事故後には30キロ圏 ( ) に拡大された｡ このことによって､ 原発立地で

補助金等の経済便益を受け取る自治体とリスクだけを被る自治体がうまれ､ 原発稼働の判断や

同意が必要な ｢地元｣ の範囲が大きな問題となっている｡

島根原発の場合､ 従来の ｢松江市と島根県｣ にとどめるべきという回答者は131名 (10.7％)

と少ないが､ 30キロ圏の米子・境港市までを含めるべきが879名 (70.0％) と多く､ 松江市民

の多くが県境を越えた30キロ圏を ｢地元｣ にすべきと考えている【 32】 (図２)｡ さらに､

100キロ圏の鳥取・岡山・広島を含めるべきが262名 (20.8％) を占めている｡ ｢地元｣ の範囲

を現状程度にとどめるべきと考える人は､ 島根原発の必要性があると考える人が多い｡ 一方､

｢地元｣ の範囲を30キロ圏 (鳥取を含む) や100キロ圏に広げるべきと考えている人は､ 島根原

発の廃炉を求めている人が多く､ 原発災害の被害の甚大さと広域性を認識していることが影響

していると推察される｡

107

図２ 島根原発の ｢地元｣ の範囲と島根原発の必要性 (有効回答数：1229)
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4-2 原発の発電コストは高い

原発推進の根拠として､ 原発の発電コストは他の電源よりも安いという ｢原発安価神話｣ が

広く宣伝されてきた｡ しかし､ 福島原発事故によって甚大な被害が発生し､ 被災者への巨額の

補償費用､ 除染作業や廃炉の費用などが少なくとも数十兆円以上必要となることが明らかとなっ

た｡ その結果､ 原発の発電コストが高いと考える人は過半数を占め､ 決して安い電源ではない

と認識されつつある【 25】｡ ただし､ ｢どちらとも言えない｣ という回答者も全体の三分の

一を占めており､ 発電コストの内訳がわからず､ 情報をあまりよく知らないために判断できな

かったと推察される｡

原発の発電コストが高いと考える人は､ 今後の島根原発について ｢やめるべき｣ や ｢減らす

べき｣ と回答する傾向があり､ 逆に発電コストが安いと考える人は､ 島根原発を ｢現状程度に

とどめる｣ と回答する傾向がある (図３)｡

4-3 工夫すれば電力は足りる

政府は､ 2011年夏の消費ピーク時に東京電力と東北電力管内で電力不足に陥る可能性がある

と発表し､ 2012年冬と2012年夏にも関西電力や九州電力などで電力不足が叫ばれた｡ そのため､

節電要請や節電令が出され､ 消費ピーク時の節電や省エネ設備投資に取り組んだ結果､ 余裕を

もって停電を回避することができた｡ こうした情報をもとに､ 多くの人は日本社会が電力を浪

費していると気づき【 33】､ 工夫次第では全原発を停止しても電力不足を回避できると考え

ている【 29】｡ 原発利用の賛成者は､ 全原発を停止すると工夫しても電力不足になると考え､

逆に原発利用の反対者は工夫すれば電力が足りると考えていることが鮮明になった (図４)｡

49

107

479

339

図３ 原発の発電コストと島根原発のあり方 (有効回答数：1229)

島根原発稼働への松江市民の意識構造

－ 7－



4-4 若年世代は原発賛成､ 中高年世代は原発反対

今回の調査では､ 年齢の若い人ほど原発利用の賛成が多く､ 年齢が高い人ほど反対が多くな

る傾向が顕著であった｡ 20歳代では67％が原発賛成だったのに対して､ 70歳代以上では66％が

原発反対となった (図５)｡ その要因として､ 若年世代は､ 社会経験が乏しいために節電や省

エネの取り組み方を十分に知らないことや､ 物心がついたことからモノがあふれる生活を前提

とした価値観が影響しているのかもしれない｡ 一方､ 中高年世代は､ 石油ショックやそれ以前

の暮らしの体験から､ エネルギーの無駄や省エネの方法を知っていることや､ 人生経験から様々

なリスクの恐ろしさを積み重ねてきたことなどが影響していると推察される｡

78

149

191

220

図５ 若い世代は原発推進､ 中高齢層は原発反対 (有効回答数：1243)

163

300

図４ 原発の賛否と電力不足への考え方 (有効回答数：1189)
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５. おわりに－調査結果からの示唆

本調査で明らかなとおり､ 2012年６月上旬の時点で､ 島根原発の稼働に対して否定的な人が

半数以上を占めていた｡ とくに､ 島根３号機の稼働への反対者が賛成者を上回ったことが大き

な特徴である｡ 最新鋭の原発といえども､ 福島原発事故の原因が究明されておらず､ 甚大な被

害が目の当たりになった現実を考えれば､ 当然の結果と言えるだろう｡

その一方で､ 原発安全神話や安価神話を信じ､ 島根原発の現状維持や３号機の稼働を認める

べきと考える人も少なくない｡ 政府や電力会社は､ 原発の情報を丁寧に説明すれば ｢安心｣ に

つながると主張してきた｡ 当然のことであるが､ 原発のリスクを説明し続ければ､ ｢危険｣ が

｢安全｣ に変質するものではない｡ リスクコミュニケーションのあり方が改めて問われている

といえる｡

３号機稼働の是非の判断は何を根拠に考え出されたのだろうか｡ 原発やエネルギー問題に関

心がなく､ 情報がほとんど得られていない場合があるだろう｡ しかし､ 多くの人は新聞やテレ

ビのニュース､ インターネット情報などに基づいて判断していると考えられる｡ 新聞やニュー

スでは､ 福島原発事故直後には､ 原発災害の悲惨さ､ 東京電力や政府のずさんな対応が盛んに

報道されてきたが､ 今年に入って､ 原発再稼働を後押しする報道が目立っている｡ その例とし

て､ 原発停止が続くと電気代が高騰するとか､ 節電は苦行のような印象が植え付けられている｡

しかし､ 原発をなくすことで､ 安全なくらしが実現でき､ 省エネや再生可能エネルギーの普及

によって経済が活性化するなどのプラスの効果も多い｡ 新聞やニュース報道は重要な情報源で

あり､ あらためてマスメディアの質と中立性が問われている｡

また､ 島根原発を誘致すれば､ 地域社会が豊かになり､ 人口増加が見込まれるなどと言われ

たが､ 40年経ってみると､ 人口は減少し､ 地場産業の農漁業が衰退し､ 地域社会が発展したと

は決して言えない｡ 島根県や松江市は､ 島根原発１号機が建設されて以降の功罪を客観的に分

析した総括をまとめ､ 県民や市民に対して今後の島根原発のあり方についての判断材料を提供

することが求められる｡
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